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 地方公共団体においては、近年、公共施
設等の老朽化対策が大きな課題となってい
ます。厳しい財政状況が続く中、今後、人
口減少等により公共施設等の利用需要が変
化していくことが予測されることを踏まえ、
早急に公共施設等の全体の状況を把握し、
長期的な視点をもって、更新・統廃合・長
寿命化などを計画的に行うことにより、財
政負担を軽減・平準化するとともに、公共
施設等の最適な配置を実現することが必要
となっています。 
 そのため本町は、「いの町公共施設等総
合管理計画」（以下、「本計画」とい
う。）を策定し、今後、どのように本町の
公共施設等の総合的かつ計画的な維持管
理・修繕・更新を推進していくのか、その
基本的な方針を示すこととします。 

図表1 公共施設等総合管理計画 位置づけ 

１ ．人口減少と高齢化 

 本町の人口の将来推計は、一般財団法人 社会・
人口問題研究所の推計値においては、平成72
（2060）年には9,075人、平成22（2010）年
の25,062人と比べ約63.8％（15,987人）減少
と推計されています。年齢別人口を５年ごとに見て
みると、老年人口の割合は更に増加、生産年齢人口
及び年少人口の割合は減少すると推計されています。
このことから、公共施設等の将来ニーズも減少して
いくものと予測されます。 

図表2 人口の見通し 

２ ．財政状況 

 本町の今後の財政状況について、歳入面では、生産年齢人口減少等による税収の減少及び市町村合併後、特例的に認め
られてきた合併算定替えの終了による地方交付税の減少、歳出面では、老年人口の割合が高い水準で推移することから、
福祉・介護に関する行政需要の更なる拡大や「総合戦略」の目標達成のため、子育て支援・少子化対策による扶助費等の
増加が予測されます。 

図表3 歳入決算額の推移 

第1章 はじめに 

第2章 いの町の現状と課題 
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図表4 歳出決算額の推移 
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第3章 公共施設等の現状及び将来の見通し 

図表5 建物系公共施設の施設分類ごとの延床面積 

1 ．対象施設の現状 

2 ．将来の更新費用の見通し 

図表8 建物系公共施設の更新費用 図表9 公共施設とインフラ全体の更新費用 

図表6 土木系公共施設の総量 

図表7 企業会計施設の総量 

 標準的な耐用年数を60年とした場合に、必要となる本町の建物系公共施設等の将来の更新費用は、図表8に示すように、平成28
（2016）年度から平成67（2055）年度までの40年間の更新費用総額で737.7億円、これを年平均に換算すると、約18.4億円にな
ると推計されます。 
 また、本計画の対象とする公共施設等の全てについて、現状規模のまま更新を行った場合に必要となる将来の更新費用は、図表9に示
すように、平成28（2016）年度から平成67（2055）年度までの40年間の更新費用総額で1,462.1億円、これを年平均に換算する
と、約36.5億円になると推計されます。 



 
公共施設等の状況把握に努め、安全・安心に利用できるよう適切に維持管理を行う。 
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第4章 公共施設等の総合的な管理に関する基本的な方針 

 公共施設等の現状や財源等の課題から、本町が将来にわたり適切な公共サービスの提供と持続可能な財政運営の両立をさせるため、
公共施設等の維持管理・運営及び適正配置に関する基本的な考え方を次のとおり示します。 

1 ．基本的な方針 

基本方針１．適切な維持管理 

 

今後、個別施設計画の策定や既存の計画には本計画の考え方を加味し、維持管理・修
繕・更新は中長期的な視点に立ってトータルコストの縮減・平準化を図る。 

基本方針２．公共施設等の維持管理費の縮減 

 

インフラ施設は必要量を確保し、建物系公共施設は総量抑制を原則として、現行施設
の維持や施設整備を行う。 

基本方針３．建物系公共施設の総量抑制 

 

建物系公共施設の大規模修繕・更新・新設を行う場合は、近傍の既存施設を調査し、
類似・老朽化・利用の少ない施設等ある場合は、原則、複合化・機能の集約化の検討
を行う。 

基本方針４．複合化・集約化の推進 

 基本方針に基づく公共施設等の総合的な管理に関する考え方や取組を次のとおり示します。 
 
（１）点検・診断等の実施方針 
定期的な公共施設等の点検・診断を実施し、状況を把握する。 
   
（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 
履歴情報を蓄積し、計画に活用する。 
  
（３）安全確保の実施方針 
危険性の高い施設等は、速やかに修繕・除却等の検討・対応を実施する。 
  
（４）耐震化の実施方針 
災害対応施設としての観点も含め、計画的に耐震化工事を実施する。 

 
（５）長寿命化の実施方針 
長寿命化工事は、ライフサイクルコストの縮減を図る。 

 

２．実施方針 

（６）用途変更の実施方針 
公共施設等の有効活用を推進する。 

 
（７）複合・集約化や廃止の推進の実施方針 
施設の総量や配置の最適化を実施する。 

 
（８）情報共有の実施方針 
公共施設等に関する情報公開を積極的に実施する。 

 
（９）ＰＰＰ／ＰＦＩ等の活用の実施方針 
民間活力の効果的な活用を推進する。 

 
（10）財源確保の実施方針 
財政負担の平準化を図る。 


